地域経済発展のための現地経営者の理念と行動について by 飯田 謙一
－ 4 － 
地域経済発展のための現地経営者の理念と行動について 
 
飯田 謙一 
 
１．はじめに 
 
 2012 年 11 月の衆議院選挙の結果政権が交代した後、円安、株高が進行して日本経済の基調
も、1990 年代初めのバブル経済崩壊以降長年にわたって続いてきた景気の低迷状態から、ここ
にきて表面的ではあるが少し変化の様相を見せてきている。90 年代のバブル経済の崩壊以降日
本の国内の景気は、廉価な労働力と中国をはじめ東南アジアや途上国の市場を求めて、大手や
中堅企業ばかりでなく小規模企業に至るまで多くの企業が海外に進出し、国内雇用が急速に縮
小した。そしてこの事は特に我が国の多くの働く者の給与所得を減少させた。その結果大多数
の国民の所得が減少して消費活動の停滞と縮小が進む一方で、発展途上国を中心とした廉価な
海外製品が、我が国の市場に多量に流入して来て消費物価の下落を招いた。またギリシャに端
を発したユーロ圏の多くの国々の経済が不安定な状態になり、その結果円高の状態が続き、我
が国経済は長年にわたる経済不況が続いてきた。そこで、政府や地方自冶体は大都市中心の経
済から、地方や地域の産業や企業の活動を活発化させることにより、経済活動に活力を与えよ
うとして、地方や地域経済の活性化を促進する経済政策を積極的に行うようになってきた。特
に地方や地域の自冶体は、税収の拡大や地域の雇用の確保のために、また地域経済の活性化を
図る目的で、地方都市や地域の町や村の経済再生化の目玉として、町おこしや地域おこし活動
に力を入れて来ている。 
 筆者は、専修大学社会研究所も日本経済の活性化のための条件として、全国の地方都市や地
域の活性化、いわゆる地方都市の経済再生化、地域や町おこしが重要な課題と捉え、その実情
を把握・研究する目的で、長年にわたり春季と夏季に調査合宿を実施していると考えたので、
調査合宿に参加し全国の地方都市や地域の企業や自冶体が、この問題に如何に取り組んでいる
のかを把握するために、多数の企業や自冶体の活動現場を訪れ、その実態を把握する努力をし
てきた。2011 年度からは一定の地域に限定して集中的に調査活動をする事になり、四国の愛媛
県、香川県、徳島県の国の機関や地方自冶体、ならびに現地の企業や様々な団体、それに NPO
組織はなどを訪問して、国や地方の地域おこしの実態、それに現地の企業が地域経済の発展の
ために、どのような努力をしているかを把握する目的で、現地で直接に聞き取りを実施したり、
工場や組織などの現場を見学、同時に説明を受けながら、各地域が現在この問題に如何に取り
組んでいるか理解することに努めてきた。今年、2013 年度の春季合宿調査も製紙業で有名な四
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国中央市を中心に、徳島県での村おこしの実態見学と聞き取り調査を行い、地域や町・村おこ
し活動の実態を理解するため現地企業や組織を訪問し、町おこしや村おこしに関する種々の情
報を収集した。小論はこのたびの調査で得られた情報の一部に関しての記述である。 
 さて、21 世紀の今日、各国の経済は、全世界の国や地域の動きや活動に連動しており、その
急速なグローバル化の影響は無視できない状態にある。そのために各国は自らの力だけでは問
題処理が不可能な状態にある。しかし、国民経済の根底をなすその国の経済状態は、その国の
努力によって少しでも良い方向に改善する必要に迫られている。我が国の経済も諸外国の経済
と連動して動いていく事実を否定しがたいのが現実であるが、世界市場の動きと同時に、国内
の経済の足腰をより強力にしていく必要に迫られている。この様に考えると東京や大阪などの
大都市、それに海外で活躍する大企業を中心とした様々な企業の動きに注目する一方で、地方
や地域の産業や経済等の地域経済の足腰をより強固にする活動にも注目することが重要である。 
 その視点から考えると、現在活発に行われている地方や地域おこしの動きや努力に注目する
必要が大切であると考える。現在、日本の政府や地方自冶体が積極的に推進している地方経済
の再生と強化、そのための地方や地域おこし活動が全国的に様々な手法で行われているが、地
方自冶体が地域活性化の手段としてとして考えている企業誘致、伝統的産業の復活、ベンチャー
企業の育成、異業種交流の試み、政府の補助金を活用する観光地の開発等がその定番となって
いる。しかしその多くの実態は必ずしも成功を収めていないのが実情であると言える。 
 ここで今一度、地方や地域おこしについて根本的に再考する必要があると筆者は考える。そ
の意味から専修大学社会研究所が行っている各地域での実態調査は、今後地域や地方の活性化
を図る上での貴重なデータの収集がなされ、そのデータを活用してより深く研究がなされると
思えるので、大きな役割を果たすと考える。 
 現在、日本経済再生化の一手段として、地域おこしや町、村おこしが様々な形で行われてい
るが、今一度その本質を考えなおし、実際の成果があげられる活動が、多くの研究成果を基に
なされる必要があると考える。 
 
２．2013 年度春季調査合宿の概略 
 
 上に述べた趣旨で行われていると考える本年度の社会科学研究所の春季調査合宿は、2013 年
2 月 24 日から 27 日までの 4 日間、愛媛県と徳島県で実施された。このたびも訪問した四国中
央市の市役所はじめ、日々真摯に地方の活性化のために活動されている多くの企業や団体の皆
さんから、現実の企業活動や団体活動の実態、それに同市役所が地域の企業活動を支援してい
る実態について説明を受ける事ができて、大変有意義な調査活動ができた。 
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この度の訪問先はまず初め 2 月 24 日、新居浜市の別子銅山記念館を訪れ、別子銅山が我が国
の経済と地域経済の発展に大きな役割を果たしたこと、ならびに活動の歴史と住友家や銅山に
関係・貢献した人々に関する説明を受け、改めてかって別子銅山の活動が日本経済と地域の発
展に果たした役割の大きさを実感した。まさに我が国とこの地方の発展のために欠かせない重
要な活動を果たした事を理解した。次に、今治市地域再生マネジャー（ふるさと財団 島波）
の斎藤俊幸氏から“地域活性化に向けて何をなすべきか”として、今まで取り組んできた活動
や今後の活動に関して、今日、国や多くの地域、自治体が真剣に取り組んでいる地域の活性化
に関する大変有意義な話を、様々な実例を通して説明を受けた。その活動は今日徐々に各地域
で成果を生み出しているが、活動にはまだ多くの問題がある事を、氏の実体験を通した話から
理解できた。そして今日我が国にとって斎藤氏と同じ活動をする人々の活動が広く全国的に行
われており、さらに現在、斉藤氏から指導を受けている多数の若者や人々が、全国各地で地域
おこしに将来の夢を託した活動を行って、その成功例が我が国で全国的な地域再生活動を活発
にする起源になることを期待した。 
翌 4 月 25 日は製紙業で日本一を誇る愛媛県四国中央市で、企業訪問や企業現場の見学を始め
る前に、四国中央市の産業活力部産業支援課、課長補佐の宮崎修氏から四国中央市の現状やそ
の特性、同市が行う企業支援活動などに関する説明と、さらに同市の製紙を中心とした産業の
特質などに関して懇切な説明を受けた。その後、製紙に関する基礎知識を得るため、紙の町資
料館に移動して、製紙に関する説明と実際に紙漉きの貴重な体験をした。続いて同市の製紙業
の中心的な存在である大王製紙の三島工場で、同社の日田氏ならびに技術担当松川氏から製紙、
ならびに海外における同社の活動、同社の発電事業、水資源管理、海外での植林活動など同社
の行っている様々な活動に関し詳細にわたる説明を受けた後、ドイツから輸入した巨大製紙設
備などを見学した。同社が製紙業や様々な企業活動を通して、我が国の経済活動ばかりでなく、
地域の経済を支えるために様々な貢献活動を行っている実情を理解した。 
その後、製紙業に関連した企業として、大王製紙の製品「エリエール」と同じく、「エルモア」
のブランドで、全国市場にティッシュペーパーやトイレットペーパーの生産と販売を行い、同
時に地域経済に貢献しているカミ商事株式会社で、工場長から製品の生産工程や、市場に関す
る詳しい説明を受けた。同社は製品の厳しい販売競争が続く中で、製品の包装や容器の大きさ、
色彩など様々な販売努力をする一方、工場に新しい設備の積極的導入を行い、厳しい販売競争
に対応しているなどの説明を受けた後、製品を高速で生産している工場見学をする事が出来た。 
次に四国中央市が製紙に関連した様々な紙製品を製造・加工、全国に販売しているとのこと
であるが、その紙製品の製造をしている現地の企業の例として、ラミネート加工を行っている
宮内紙工株式会社を訪問し、代表取締役社長の宮内哲也氏から、同社が生産している各種の紙
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を巻きつける紙管、お菓子の包材、メデカルシーツ、自動車の内装に用いる素材、剥離紙であ
る押し出しラミ、食品包装、雑貨包装材として使用されるドライラミ製品に関してと、同社の
金田工場で操業中の最新の機械設備の説明を受けた。同社も製品市場の開拓と積極的な技術や
設備の導入によって、四国中央市の経済活動ならびに地域雇用に貢献していることに関して詳
細な説明を受けた。また四国中央市の同市の製紙業とその関連企業に関して、同市の宮崎修氏
から詳しく解説と説明受けたので、同市の産業クラスターの特質や四国中央市で活動する企業
の相互関連性の強さや特質に関してもその一端ではあるが、同市が様々な事で四国経済での占
める地位が高くなる特徴に関して理解できた。このことに関しては後で述べることにしたい。 
3 日目の 2 月 26 日徳島県神山町へ移動して、「日本の田舎をすてきに変える」として活動し
ている NPO 法人「グリーンバレー」を訪問し、芸術と文化による地域おこしと、過疎化する地
域に雇用を創造しながら居住者を増す、そして過疎化を防ぎ、さらに地域の再生をもたらす試
みと、働く者の創造性を十二分に引き出す環境作り等、独特な視点と行動から地域を活性化に
取り組む活動を行っている等々に関して、斬新な発想と活動実態の懇切な説明を受けたが、こ
の NPO 法人の理事長 大南信也氏の山間地にある神山町を、独自の発想から地域おこし町・村
おこしを日本の枠を超えて世界に結びつける活動、さらに先端的な産業の活動拠点にする独特
な考え方と行動力に、地域おこし町・村おこし活動の原点を見ることができた。そして今後全
国の多くの過疎地域が再生していくための有効な発想と考えた。この発想と行動は、我が国の
地域おこし町・村おこし活動にとって有効な方法の一つであるばかりでなく、現在、世界各国
の援助で様々な開発の試みが行われているが、特に東南アジアや、その他の発展途上国が今後
発展していくために、かなり有効な発想と方法になると考えた。 
午後は、徳島県上板町に移動して、我が国の伝統的な砂糖「阿波和三盆」の製造元、岡田製
糖所を訪問し、我が国の伝統的な製品が今日どのような状態にあるか懇切な説明を、工場の責
任者から受けた。そして「阿波和三盆」が職人さんの伝統的な技術によって磨きながら作られ
ていること、また出来上がった「阿波和三盆」が伝統的な京都の和菓子製造にとって必要であ
り、今後もこの関係が継続していくであろうことの説明を受け、地方の伝統産業が力強く今日
でも生き残っているその根強さを実感した。今日我が国の伝統的な技やものが急速に失われて
おり、これも時代の流れと言えるかもしれないが、伝統的なものを継承して地域おこし町・村
おこしを図っていく方法もあると考えた。この後徳島県鳴門市で、全国シェアの 4 割を製造し
ている足袋製造企業の一社である、株式会社「ブンラク」（文楽足袋製造元）の会長 友枝守彦
氏から、伝統的な足袋生産の現状等に関し説明を受けた。現在、需要は減少しているが、歌舞
伎や文楽それに舞踊の世界で、欠かす事のできない足袋に関しての情報と、今後についての解
説や説明を受けた。説明の前に足袋を製造している工場を見学する機会があり、優れた技術を
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保有する従業員や、近年足袋製造を主に行っている中国工場からの派遣社員の働く実態を見学
することができたが、今後日本の伝統的産業の製品が、労働力の廉価な中国や、労働力の安い
国々の労働者によって主に生産されて行く、現実の姿を見る事になった。 
3 月 27 日は調査合宿の最後の訪問先である、「葉っぱビジネス」で全国に知られることになっ
た、徳島県上勝町の株式会社「いろどり」を訪ねて活動内容に関して説明を受けた。午前中に
ＪＡ上勝で、職員からこの活動の仕組みについて、この「葉っぱビジネス」の、製品の集荷や
出荷がどのような方法で行われているか、また活動の現状について詳しい説明を受け、この葉っ
ぱビジネスが地域の人々に大きな活力を与えている現状について知ることができた。午後は株
式会社「いろどり」でこのビジネスのスタートから、今日の活動状況について詳しい説明を受
けたが、受注・生産・集荷が無駄の出ないシステムで運用されており、活動の中心は株式会社
「いろどり」であるが、ここでの優れた受注・生産システムを、農村の婦人高齢者が中心となっ
て適応し円滑に使いこなしていることに、驚きを感じた。そして多くの農家の人たちが積極的
に参加して活動が行われているとの紹介に、改めて上勝町の株式会社「いろどり」活動が、こ
こでも地域おこし、町・村おこしに大いに役立っている事を理解した。 
この調査合宿でも地域おこしや、村おこしの現場を訪問でき、直接様々な活動を目の当たり
にし、多くの関係者から詳細にわたる懇切な説明を受けることができた。そして今日行われて
いる全国の地域おこしや、村おこしが、日本経済とか地方や地域の経済活動に重要な意味を持っ
ていることを実感した。近年同様な活動や動きが全国的に見られるようになってきたが、地方
や地域の町や村が独自の方法で、自らの力で地方や地域の経済を活性化するための当事者と
なって活動を行っていく事が、本当に重要であると考えるに至った。 
以上、この度の調査合宿に関して、訪問の機会を持てた自冶体や企業、NPO 法人に関して、
ごく簡単に紹介を兼ねて記述したが、この度訪問しお世話になった皆さんに、衷心よりお礼を
申し述べたい。この度の調査合宿で訪問した自冶体や企業、それに団体の皆さんの活動や努力
が地方や地域の活性化の原点であり、大変重要な事であると考えている。 
ところで、この度お世話になった自冶体、企業、NPO 団体に関して、どこを取り上げても地
域おこし、町・村おこしの良い事例として紹介することが可能であるが、限られた小論では不
可能である。向後それら良き事例を紹介する機会があれば、積極的に紹介したいと考えている。
限られたスペースの小論では、筆者は特に多くの地方自冶体の地域活性化で、企業が果たす役
割と自冶体の支援に注目して研究しているので、その参考事例として、四国中央市の企業経営
者の地場企業発展への理念や行動と、同市の支援活動に関して焦点を絞って記述したいと思う。 
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3．四国中央市と産業クラスターと経営者の特徴について 
 
 四国中央市は 2004 年、紙の町川之江市、伊予三島市、宇摩郡土居町・新宮村が合併して誕生
した。松山、今治、新居浜、西条市と同じく瀬戸内海に面し、愛媛県の東端に位置する東は香
川県、南東に徳島県、南は四国山脈を境に高知県と３県と接する自冶体である。また四国の主
要都市を結ぶ四国高速道路が交差する地点にあり、瀬戸内海の海運も利用できる利点をもった
市である。 
 同市は静岡県富士市や北海道苫小牧市と並んで製紙の生産で有名であり、現在、製紙業で日
本一の地位にある。また製紙業と並んで多種な紙製品を生産して全国ならびに世界各国に供給
をしている。同市には大王製紙（株）、丸住製紙（株）、愛媛製紙（株）ユニ・チャーム（株）、
（株）リンテック、梅錦山川（株）、新タック化成（株）、イオン（株）、フジグラン（株）、プ
ラスチック買い物袋（レジ袋）生産の福助工業（株）、ティッシュペーパーやトイレットペーパー
加工・販売のカミ商事（株）など、製紙と紙加工品に従事する企業とプラスチック産業等、そ
れらに関連する事業を展開している中小企業が、多数存在し紙や包装の生産と販売に従事して
いる。 
 経産省の平成 22 年版「工業統計表」によると、工業製造品等出荷額（平成 22 年度工業統計）
は 60,689,557 万円で近隣の今治、西条、新居浜に次ぎ四国で 4 位、粗付加価値額は 23,348,505
万円で今治に次ぎ四国で 2 位、従業員 20～299 人規模のいわゆる中堅事業所数も四国で 2 位、
従業員数では四国 3 位、また有形固定資産は四国で 1 位などの実績を持っている。納税者一人
当たりの所得も 284,3 万円で、新居浜市の 287,6 万円とほぼ同額と四国の中では高い。（注１）こ
のデータで筆者が注目したのは、四国中央市の工業製造品等出荷額が四国 4 位、粗付加価値額
は四国 2 位、従業員 20～299 人規模のいわゆる中堅事業所数では四国 2 位、従業員数では四国
3 位、有形固定資産が現在四国 1 位との事実である。四国で工業製造品等出荷額が高い近隣の
今治市、新居浜市、西条市には我が国の大規模な機械、化学、造船、電機などの本社や工場等
の企業が進出しており、工業製造品等出荷額が高いことは納得がいくが、同市には大王製紙・
丸住製紙などの工場と他の製紙会社の生産を含めて、製紙業生産は日本一であり、それに関連
する紙加工品などに関係する企業が多数活動をしているが、しかし我が国の産業規模で見てみ
ると、パルプ・紙・紙加工品製造業の出荷額と付加価値は、輸送用機械器具や化学製品、食料
品製造業、鉄鋼業、電子部品、電気機械器具、石油製品、生産用機械器具等々多くの産業と比
較して小さく 15 位を占めるにすぎない。しかし同市の粗付加価値額は工業製品生産を行ってい
る新居浜に次いで 2 位の地位を確保している。また中堅事業所数も四国で 2 位の地位にある。
産業規模で出荷額と付加価値が他の産業に比較して、それほど大きくないパルプ・紙・紙加工
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品製造業が主力な四国中央市に、なぜ中堅事業所がそのように多いのかと言う事実である。 
 その理由の一つは、市のデータによると同市の企業の特徴は、主に半製品の部品を仕入れて
組み立てる工場の比率が高い他の都市に比較して、製紙を原材料から仕入れて、完成品あるい
はそれに近い状態にまで加工する度合いの高い工場が、比較的多く立地しているのがその理由
である。（注２）このことは大手の大王製紙やその他の製紙業者を中心に製紙加工する企業が多く、
様々な紙製品や関連する多様な製品の生産をしており、さらにそれら製品を様々に加工して製
品にする多種多様な製品加工業者が存在する。そしてそれらの企業が有機的に結合、協力しな
がら企業活動を継続しているからである。（注３） 
 また同市にはプラスチックの買い物袋や包装材を生産し、全国の流通業や様々な産業分野に
その製品を供給している福助工業を中心に、その業種に関連する企業が多数存在して、ここで
も有機的に連携して企業活動を行っているからであると考えられる。製紙・その加工製品とプ
ラスチック製品とその関連する製品を生産供給する企業が多い他に、同市で企業が多い理由は、
製紙とその加工品、プラスチック製品などを生産・加工企業が使用する機械や設備の製造や保
守を行う企業、ならびに機械の部品を提供する企業が多く存在しており、上記の産業や企業と
密接に関連して企業活動を行っていることと、上記の産業や企業に原材料や生産された製品を
運搬するに必要とされる運送業等が、同市で活動する企業と密接に関連して、企業活動を行っ
ているからではないかと考えられる。すなわち同市に所在する企業の大半が相互密接に関連し
て、日々企業活動を継続している事が、同市に中堅事業所が多数存在する理由と考えられる。
また同市に中堅の事業所が多い理由は、同市に基盤を置き相互に補完し合って、あたかも一つ
の企業体のように有機的に企業活動を行っている事業所が多いのがその理由と考えられる。 
 また同時に、製紙業と紙製品加工業ならびにプラスチック包装関係の製品に主に関係する事
業所が多数存在する事が、同市の有形固定資産が現在四国 1 位にしている理由と考えられる。 
 それではなぜ同市の多くの事業体が、製紙とその加工業ならびに、プラスチック包装の生産
や加工業などで、有機的に結合して事業活動を行っているのか。この背後には同市の企業の経
営者の中に、事業活動に共通した理念や、行動様式が存在するからではないかと考えられる理
由が存在しているようである。 
 四国中央市に中堅事業所が四国で 2 番目に多い事は、上に述べた理由と考えられるが、その
他に見落とせない大きな理由があると考えられる。それは同市で活動する事業所の経営者たち
の事業に取り組む積極的な理念と行動力が、他の地域に比較して顕著にみられるので以下にそ
のことについて述べてみたい。 
 同市の事業所の企業経営者が、共通して所有する理念と行動様式の特徴は、自社の取引先や
製品に関して、今まで取り扱った事のない新しい注文や相談を受けた場合、一般的には自社で
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は取り扱っていないとか、新製品の開発に対して消極的な態度を取る企業が多いが、同市の経
営者たちは、自社で取り扱った事がない製品や、技術を持たない製品や注文に関しても積極的
に引き受けて、自社ではできない注文や相談に、積極的に対応する姿勢を持っているというこ
とである。「紙製品なら、切手と紙幣以外は何でも作れる」との積極的な姿勢を経営者達が持ち、
自社で出来なくても仲間の企業や、地域の他の企業が、そのことに対応できるのではないかと
考え、注文や相談されたことをまずは引き受け、協力して注文や相談を受けた製品の製作に取
り組む積極的な姿勢を絶えず持っていると、多くの経営者達から共通して聞く事ができた。 
 自社で生産の経験がない、生産できない注文や相談を積極的に引き受ける姿勢は、今までに
ない苦労や危険負担を伴うことであるが、同時に新しい市場の創造をする事であって、企業に
とり大変重要なことである。この様な理念を持ち、積極的に行動を起こすことは企業発展に取
り大変重要であるばかりでなく、他の企業の製品開発や新市場を創造、開拓する行動へと繋がっ
ていると考えられる。 
 この他の地域では、あまり多く見られない経営者たちの積極的な姿勢や行動力が、新しい製
品の開発と市場を創造し、それに従事する企業を生み出す結果を招いていると考えられる。そ
の結果として、常に紙の用途を拡大して市場の拡大を図る努力をしているので、同市と地域で
は結果として、環境エネルギー関連から、インフラ関連、文化産業関連、土木・建築・住宅分
野、医療・介護・健康分野、生活用品分野等々の紙を我々の想像も及ばない、生活分野すべて
にわたって製品を提供している。その結果として企業が全体で協力して市場を拡大しているこ
とが理解できる。注文や相談を受けた製品は、主に市内の業者協力し合って開発に努める積極
的な経営姿勢が、中堅事業所を 2 番目に多い市に押し上げている要因と考えられる。その結果、
同市には製紙ならびに紙加工企業が加盟している紙産業関連団体が多数存在している。そして
同市や地域の事業所経営者の積極的な市場創造の結果、新しい関連企業が誕生し関連する団体
が増加している。この様な動きが今日でも続き、その結果、多数の企業が今日でも活発に活動
している。（注４） 
 この新製品や市場創造の活動を積極的に推進している企業は、製紙や紙加工やプラスチック
の分野にとどまらず、設備や機械生産とその保守、部品生産、運搬ならびに印刷などに携わる
全ての企業経営者が同じ理念と姿勢を持って、日々活動して紙製品や関連する製品の用途拡大
のための努力をしているとも言われている。 
 この事業所の多数の経営者が共通して持つ理念や行動は、同市の製造品等出荷額、粗付加価
値額、従業員 20～299 人規模の中堅事業所数の多さ、従業員数、また有形固定資産の実績等の
実績に表わされていると考えられる。またこの現実は市やこの地域の活性化、地域おこしに大
きく貢献していると言えるのではないか。そしてこのような同市の事業所の経営者が持つ積極
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的な市場創造の行動は、全国の他の都市や自冶体の地域おこしに役立つと筆者は考える。 
 全国の地方自冶体や地域には四国中央市と同じく多数の企業が存在し、日々活動を続けてお
り、今日すべての自冶体が地域の発展のために、様々な手段や方法を駆使して企業の経営を積
極的に支援する活動を行っている。またほとんどの企業が経営の維持と拡大に努力している。
しかし、四国中央市の経営者と同類の理念と行動力によって企業活動を行い、市場の創造を地
域の企業間で協力し合って生み出す努力を行っている企業が全国各地でどれほどあるであろう
か。企業の発展は市場の創造ならびに、その拡大と維持にあるとするならば、まず地方や地域
の企業が地方や地域で協力し合って、市場の創造に取り組む必要があるのではないか。自社の
現在の市場や製品に関係がないから、危険負担が大きいから新しい注文や相談に関心を示さな
いとの態度ではなく、まず第一歩はその地方や地域の他の企業と協力して、市場の創造と開拓
に積極的に取り組む必要があると言えないであろうか。現在関係や関連性がないと考えられて
いる他の企業との協力によって、企業の市場や、関連した新しい産業を生み出す。それが地方
や地域の発展と成長につながると考えられる。 
 確かに、四国中央市の場合、製紙業と紙加工業と言う企業にとっての関連性が密接であり、
企業が相互に協力して市場の創造にあたることが可能であった。そのことが関連する産業分野
を生み出す、メカニズムが存在していた特殊性があったと言えないこともないが、新しい注文
や相談に直接自社の製品に関係なくても、関連する企業を巻き込んで、積極的に市場開拓に取
り組む姿勢、そして地域に新しい企業を生み出していく努力は、他の地方や地域の企業にとっ
ても有効な方法である。全国にはその地域や地方の特産品を所有している所が沢山ある。特に
その地方や地域の企業はこの事を真剣に考えるべきとの示唆を与えていると考える。 
 さて、今日、日本全国のすべてに地方自冶体や地域において、一般的に言って、地域振興と
人口減少の防止、税収の確保や雇用の拡大その他さまざまな動機のための手段として、政府補
助金を活用する産業策として、企業連携の推進とか積極的な企業の誘致、伝統的な地場産業の
掘り起こしと振興、地域企業間の異業種交流、新しい産業の掘り起こしのためのべンチャー企
業の育成など種々な政策が実施され、そのために多額な補助金を使用した試みを行う等、種々
な事柄の導入を行っているが、その多くが思うような成果を上げることができないでいるとの
ことである。例えば、企業連携と言っても同業者だけの結び付きの強化で、他の産業分野の企
業とは一線を画すとか。また異業種交流と言っても、多くの企業経営者は自社の技術や、ノウ
ハウ、企業秘密が外部に漏れて自己に不利益に働くのではないかと考えて、外部に技術やノウ
ハウや情報を出さないとの態度を取り、結局異業種交流の実があげられないで、失敗に帰する
例が多いと言われている。また新しい産業の掘り起こしと言っても、そのための環境が整って
いないなどである。企業にとって市場をどのようにして創造していくかは、大変重要なことで
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はあるが、そのためには産業枠にとらわれずに、様々な形で他社や他の業種の企業との、緊密
な連携関係が必要とされると考えられるが、四国中央市の企業のように左右縦横に結びつく連
携により、お互いが積極的に協力し合うビジネス環境条件を多くの地域の場合、自冶体や企業
が持っていないことが多いために、国や自冶体の施策もその多くが、地方や地域の企業活動の
原動力とならずに、新しいビジネスチャンスを生み出していく要因となっていないからである
と考えられる。 
 この際、視点を変えて、地方や地域の企業が四国中央市の企業の経営者のように、積極的な
市場創造の理念と行動によって、関連する産業を誕生させていく努力をするのが有効な手段で
はないであろうか。その地方や地域の振興や発展は、その地方や地域の企業が相互に協力して、
関連する産業を育成していくのが第一歩ではないかと考えられる。そのためにも、他の地域や
他の地方都市でもこのことを参考に、同業者間の協力や異業種間連携を活発化する事により、
市場を拡大する要因として活用できるのではないかと考えられる。地方や地域の企業の活性化
は、その地域の企業同士が情報提供や市場創造を相互に協力し合って行うことが必要であり、
有効な手段であると考える。そしてそのことが結果として、地域や町・村おこしのための有効
な一手段となりうると考える。 
 さて四国中央市が、四国地域において優れた経済実績を示しているが、そのことに注目して
調べてみると、その背後に同市の企業経営者の企業経営に対する理念と積極的な行動も、大き
く影響している事実があったことに関して述べた。さらにこの事の背後には、同市の市長や市
役所の産業活力部産業支援課が、このことを支えるために積極的施策でバックアップをしてい
ることが、その背後にあると考えられたで以下に簡単に紹介する事にしたい。（注５）同市では、
市長が都市経営の根幹は、産業活力による部分が大きい。人口・雇用・税収どれをとっても確
固たる産業の核なくしては、安定的なビジョンを描けない。その基盤を築くことが重要と考え、
地域振興の三大施策として地場産業の振興、企業誘致、創業支援を掲げている。その具体策と
して平成 22 年 8 月「工業振興ビジョン」を作成し、市の工業の現状分析を行い、施策の整理と
情報の共有化、産業クラスターの可視化を目指している。（注６）またここで詳しくは記述できな
いが、特に企業支援体制として企業活動が円滑に行えるように、経営クリニックやセミナーの
開催、メールを活用して独自の相談や情報提供を積極的に行っている。具体的には、地場企業
の営業強化、生産活動の多様化、過剰投資の回避、経営と生産を直結させる地元資本の活用。
調達と輸送の効率的運用などを目指して、独立行政法人の中小機構四国本部との業務連携協定
締結。経営クリニック事業として企業への専門家派遣や、ビジネスマッチングと称して企業連
携の積極的サポートの実施。地場企業が求める人材確保のための就活動情報の収集と提供。紙
産業の振興を目指した研究・開発のため愛媛大学大学院紙産業特別コースの設置。協同組合グ
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リーンプラザ（製紙スラッジ焼却のため）三島工場と川之江工場の設立。共同調達と運送の有
効活用のためのアイネット株式会社の設立など、地場紙産業 300 社、関連産業 200 社の企業活
動に積極的な支援を実施している。これらの積極的な企業支援が、地場の企業の経営者たちの
積極的な市場創造理念と行動に直接結びつき、企業の経営者に特有の理念や行動を生み出して
いると考えられる。（注７）すなわち同市の経営者の姿勢と、市の様々な積極的支援がマッチング
して、今日の同市の優れた経済状態を生み出していると考えられる。 
 以上簡単ではあるが四国中央市が、市や地域の事業所などを発展させるために、様々なこと
で積極的な支援を試みていることに関して述べたが、地域の企業が協力しながら新しい市場を
開拓して、その地域の発展に貢献するためには、その地域の経営者のたゆまない市場創造の努
力と、それを積極的に支援していく地域や自冶体の施策や支援が重要である事に関して述べて
みた。 
 全国の地域や自冶体に所在する多数の企業が、四国中央市やその地域の企業の経営者と同じ
ような理念と積極的な行動をして、新しい市場創造を絶え間なく行い、地域の企業の発展と、
新しい産業を生み出していく方法は、地域や地方の産業特性から、一律に同市や地域と同じ方
法は適用できるとは考えないが、少なくとも新しい需要や新しい市場創造を、企業が常に心が
け、積極的に行動に結びつけていく姿勢は、全国の地方や地域に存在するすべての企業が、ま
ず所有することが重要ではないかと考える。経済環境の変化だけを考慮して企業活動を考える
事は、今後ますますグローバル化する市場に適応できなくなるのではないかと考える。今後、
企業は縦の関係ばかりでなく、横や斜めの関係も考え、新しい市場の開拓を積極的に行ってい
く必要があると考える。そして、その原点には新しい市場やビジネスチャンスの創造に対して、
新しい理念と積極的な行動で適応していくべきであると考える。その意味からも四国中央市の
大多数の経営者の理念と行動様式が参考になると考える。 
 
４．むすび 
 
 停滞する日本経済環境の中で、国や全国の地域や地方自冶体は、活性化を取り戻すために地
域おこし町や村おこしによって、経済の活性化を図るために様々な組織や団体とも協力して、
各種の施策や努力を行ってきている。このことは我が国の経済発展にとり必要不可欠なことと
考える。しかし、その多くで明確な成果が見られないとも言われている。とはいえ我が国の経
済活性化にとって地域や町・村おこしは一つの有効な手段であると言える。筆者は、専修大学
社会研究所も日本経済の活性化のための条件として、全国の地方都市や地域の活性化、いわゆ
る地方都市の経済再生化、地域や町おこしが重要な課題と考え、その実情を把握・研究するた
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めに、長年にわたり春と夏季に調査合宿を実施していると考え、筆者は現在までに沖縄、浜松、
三条燕、長崎市、大阪堺市などの実態調査・合宿に参加して、地方都市や地域の企業や自冶体
が、この問題に如何に取り組んでいるのかを把握する目的で、実際の企業や自冶体の活動現場
を訪れ、その実態を把握する努力をしてきた。2011 年度からは一定の地域に限定し集中的に調
査する事になり、同年は愛媛県の内子町やの砥部市の地域おこしの実態、ならびに世界市場で
活動する今治造船や伝統的なタオル産業を訪問し、現地の企業が地域経済の発展のためどのよ
うな努力をしているかを、現地見学と現地での実態の説明を受け、各地域がこの問題に如何に
取り組んでいるか理解した。また昨 2012 年度は、近年、多くの地方都市の商店街が衰退してい
く中で、再開発に成功していると言われている、高松市の一番街商店街の再開発ならびに、国
の四国地域経済開発局での国の地域経済活性化に対する政策や、高松市周辺で地域おこしに取
り組んでいる企業や団体、さらに小豆島や直島に足を延ばし多くの調査活動を行い、地域活性
化の実態をつぶさに見学し、活動の実態に関し説明を受けて、地域経済の活性化に対する様々
な情報を収集する事ができた。今年度 2013 年度の春季合宿調査は、上記の紙業で有名な四国中
央市を中心に、徳島県での村おこしの実態見学と聞き取り調査に参加、さらに徳島地域の伝統
的産業の実態を理解するために現地企業を訪問し、町おこしや村おこしに関する様々な情報を
収集した。 
 この度の調査合宿で愛媛県四国中央市や徳島県の企業や団体を訪れ、すべての所で、様々な
実態に触れることができた。この度お世話になったすべての企業や団体の皆さんの活動に触れ、
様々な活動と努力が行われていることを、改めて知ることができた。それらのすべて関してこ
こではとても扱えきれないので、小論では、四国中央市の多数の企業経営者が、企業経営に対
してとっている特殊な理念と経営行動に着目して執筆をした。そこには共通して将来にかけた
夢とその実現に向けた考えと行動力があり、その理念と経営行動は、まさに地域や町・村おこ
しにとって、必要とされる原点ではないかと考えられたからである。このことは全国すべての
地方や地域の企業経営に当てはめることはできないかもしれないが、それでも現在地域や町・
村おこしに真剣に取り組んでいる、地方や地域の企業経営のために参考になると考えたからで
ある。 
 このほかにも昨年、一昨年とこの度の調査でお世話になった四国地域の政府機関や自冶体、
それに多くの企業や団体の皆さんのご教唆やご意見も、研究にとって大変有意義であったと考
えており、ここで改めて衷心からお礼を申し上げたいと考えている。地域や地方、町や村おこ
しを懸命に行っている全ての自冶体、企業、組織には、将来にかけた夢とその実現に向けた努
力をするエネルギーが、共通して存在していることを肌で感じた。このことが地域、町・村お
こしが成功する原点であり、全国の自冶体、企業、組織の活動にとって、このことが不可欠で
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はないかと考える。さて一連の調査で得られた様々な情報や知識を、筆者が関心を寄せている、
特に東南アジアの国々でも、今日経済発展のために積極的に行われている、国・地域それに町
や村おこしに活用できる事を心から願っている。地域、町・村おこしの実態調査は今後も、社
会科学調査研究所の、１つの project として行われていくと考えているので、さらに研究調査を
継続して行い情報を収集したいと考えている。 
 
 
注１ 平成 22 年版経産省「工業統計表」東洋経済別冊「2012 年版 東洋経済都市データパッ
ク」東洋経済新報社。2013 年。四国中央市、今治市、西条市、新居浜市、松山市に関す
るデータや「ホームページ」。etc、 
注 2 平成 22 年 8 月「工業振興ビジョン」四国中央市産業活力部産業支援課。 
注 3 四国中央市の工業製品出荷額はパルプ、紙加工製品製造業が 80.2％、プラスチック製品
製造業が 6.3％、生産用機械器具製造業が 3.8％となっている。 
注 4 「紙と文化の国宇摩」宇摩地区キー産業振興協議会。平成 12 年。 
注 5 四国中央市の企業訪問をする前に、我々は市役所の産業活力部産業支援課の課長補佐 
宮崎 修氏から、市や企業についてと、同市が実施している企業支援策に関して懇切な
説明を受けることができた。 
注 6 「四国中央市工業振興ビジョン」平成 22 年 8 月。産業活力部産業支援課。 
注７ その他に製紙業に不可欠な水の確保をするために、柳瀬、新宮、宮郷などのダムを国土
交通省と協力して維持して製紙産業を支えている。 
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